




















































































































































































































































































































































































会計方法の選択 1任　意　的　i 強　　　制　　　的 両　　　　　　　老
研　究　内　容 会計方法選択と予測される経 会計方法の強制的変更に対す 会計方法変更時の、普通株の
済的影響をあらわす数値との る投票行動およびロビイソグ 異常価格と予測される経済的
関係の研究。 活動と、予測される経済的影 影響をあらわす数値との関係
（会計方法選択の研究例） 響をあらわす数値との関係の の研究。
（a）減価償却方法（加速償却 研究、ないしはFASBの立（会計方法選択の研究例）
vs．定額償却） 場とその他の利害関係者（会 （a）合併会計処理方法（パーチ
（b）利益処理方法（資本化vs．計事務所、企業、学者等）と エイスvs．プーリング）
費用化） の関係の研究。 （b）石油・ガス採堀費処理方法
（c）棚卸資産評価方法　（FIFO （全部原価法vs．成功努力
vs．　LIFO） 法）
（d）投資税額処理方法（当期計 （c）減価償却方法（加速償却
上法vs．繰延法） vs．定額償却）
（e）石油・ガス採堀費処理方法 （（a）（b＞は強制的、（c）は任意的）
（全部原価法vs．成功努力
法）
（f）企業年金債務償却方法（償
却期間の長さ）
（9）4つの選択方法のポートフ
オリオ（減価償却、棚卸資
産評価、投資税額、年金償
却）
（出所）　R．Holthausen　and　R．　Leftwich，“The　Economic　Consequenses　of　Accounting　Choice”，　Jottrnal
　　　　of、Accounting＆Economics，　Vo1．5，　No．2，　p．90のTable　1にもとづき作成。
びロピイング活動の結果が、企業の会計数値（利益）にどのような影響を及ぼすかの社会的レベルの
研究であり、③のタイプは、会計方法の変更が株価と会計数値にどのような影響を与えるかの市場レ
ベルの研究である。
　ニュートンは、私的レベル（企業）での会計方針（会計方法選択）と公的レベル（政府）での会計
基準を、会計政策（accounting　policy）という概念で統一的に把握しているが37）、この意味で、上
記の経済的影響アプローチが、一般均衡アプローチと同様に、会計政策問題を中心的な研究対象とし
ているといえるのである。特に、②のタイプの研究対象である、会計基準設定過程での私的利益擁護
のための積極的なFASBに対するロビイング活動の展開は、近年において注目を集める「会計の政
治化」38）現象の直接的な契機となっている。
　以上、4つのアブP　一一チを概観してきたが、『理論承認』にもとつくこうした分類が、論理的分類
ではなく、パラダイム合意を獲得しえた会計理論の形成・展開順序に従った歴史的・実体的分類であ
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ることは明白である。各パラダイムが今日ral％‘並存している理由の一つとして、それぞれのアプロー
チが現実の会計の一側面に基軸を置いて理論構成を図っていることが指摘できる。すなわち、歴史的
記録アプローチは会計責任、経済的実体アプローチは会計測定、意思決定有用性アブrir一チは会計開
1・　　　　　　　　　　　　・…
示、経済的影響アプローチは会計政策というようにそれぞれが会計のr面の真実を反映しているので
t
ある。したがって、これらのアプローチ間の論議の帰趨を見極めることは、会計理論を深化させ、会
l
計の本質に一歩近づくことを意味してLlる。
1
　こうした視角から、次に現代の会計規制に対する各アプローチの論調を検討してみたい。
i皿　会計規制をめぐる現代会計理論の動向
　会計基準ないしは会計原則の設定とこれを通じての会計規制（accounting　regulation）は、それ
が社会における資源配分に作用し、富と所得の分配に影響を及ぼすことから、会計の社会的統制機能
io発現形態と考えられる39）。会計規制のあり方は会計理論の重要な研究対象であり、諸会計理論の特
質がもっとも鮮明に現われる問題領域の一つである。
　1　会計規制をめぐる論議の類型
：　　　　　　　　　　　　　　」i会計規制をめぐる論議には、規制主体（会計基準設定主体）に関するものや、規制形態（法・会計
原則）に関するものなどがあるが、ここでは、会計規制の方法と規制の水準をめぐる論議の諸類型を
見てみたい。　　　　　　：
・ローリン＝パクスティ　（R・Laughlin　and　A．　Puxty）によれぽ、会計規制の方法をめく・る論議
は、別図のように分類される40）。まず、会計規制に対する対応としてt，－tそれを必要と考えるか、不必
要と考えるかの選択があげられる。天多数の論者が、自由放任のもたらす社会的不公正を避けるため
　　　　　別図　会計規制の方法
　　　　　　会　計　規　制
　　　　（Accounting　Regulation）
　　l　　　　　　　　　　　　　　　l
必　要『　　　　　　　　　　　　不必要
（Needed）　　　　　　　　　　　　　（Not　Needed）
　　レ
　　　　1
　概念的枠組
（Conceptual　Framework）
　　　　1
　　　1　政治的合意
（Political　Consensus）
　　1
地図作成的
（Mapping）
　　1
目的論的
（Purpose）
　　1
　　　　　　　　　　l　　　　　　　　I　　　　　　　　l　　　　　　　意思決定有用性　　　　組織的観点　　　　　　総　合
　　　　　　　（譜濫ss）（監羅畿na1）（Synthes’s）
（出所）R．Laughlin＆A．　Puxty，“Accounting　Regulation：An　Alternative　perspective”，
　　　Journal　of　Business’Finance＆Accounting，　Vo1．10，　No．3，　p．452．より引用。
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に会計規制が必要であると考えていることはいうまでもない。歴史的にも、アメリカの場合、国家介
入的なニューディー一ル政策のもとでの1933年証券法、1934年証券取引所法制定以降、会計規制が今目
まで迂余曲折を経て展開されてきたのは周知の事実である。
　会計規制の必要性を前提とした場合、規制方法をめぐる主張は大きく、①概念的枠組による規制、
②政治的合意による規制の2つに分類される。概念的枠組は、FASBによれぽ「財務会計と財務諸
表の性質、機能、限界を規定し、一貫した基準を導くことができる相互関連的な目的と基礎概念の統
一的体系、すなわち憲法」41）であると規定される。従来の会計基準、会計原則、会計公準等はこれに
包摂され、『理論承認』のいう規範的規準もこの一部を構成すると考えてよい。
　①概念的枠組による会計規制とは、概念的枠組を設定し、それを個別的・実践的会計基準作成の指
針とすることによって会計規制を行なおうとする考え方であり、②政治的合意による会計規制とは、
概念的枠組による個別的会計基準の論理的な導出を否定し、基準設定過程を諸利害の対立抗争する政
治的過程ととらえる考え方である。①概念的枠組による規制は、さらに会計観の違いによって、地図
作成的枠組と目的論的枠組の2つに分かれ、また、目的論的枠組は、目的の違いによって、意思決定
有用性目的、組織的観点からの目的、総合的目的の3つに分かれている。こうして会計規制の方法に
関する論議は、以上の類型のいずれかに部分的ないしは全面的に対応して展開されるのである。
　他方、会計規制の水準に関する論議とは、規制促進（regulation）か規制緩和（deregulation）か
という会計規制の強弱の度合いに関するものである。会計規制の度合は、測定機能に関しては会計方
法選択の弾力性（flexibility）・統一性（uniformity）をめく・る問題として、伝達機能に関しては・
会計開示の拡大・縮小ないしは詳細化・簡易化をめぐる問題として提起される。
　こうした会計規制の方法および水準をめぐる諸アプローチの論議を次に順次、具体的に見てみよ
う。
　2　概念的枠組による会計規制
　（1）地図作成的枠組
　MapPing（地図作成）はCartography（地図作成）とも表現されるが、この立場においては・地
形を客観的かつ正確に地図に写しとるように、会計も財務事象を客観的・中立的に測定するものでな
けれぽならないと考えられる。ソロモンズ（D．Solomons）は、「会計の本質は地図作成」42）であり・
「会計基準が判断されるべき尺度は、それらが企業の行動に及ぼす影響のいかんではなく、それらに
よって企業をとりまく状況の事実が反映される正確さである」43）と述べている。
　ここでは、「正確性」「客観性」「中立性」「信頼性」等の基礎概念が根底に据えられ、測定構造の概
念化が主要な問題とされる。後述の会計規制を政治的過程と見る主張に対し、こうした考え方から論
陣を張っているのは、チェンバーズ44）、ソロモンズであるが、特にソロモンズは、概念的枠組の必要性
は今日強まっているとしながら、「中立性」を基軸に概念体系を考えようとする点で・現在のFASBの
概念的枠組（特に概念ステートメント第2号「会計情報の質的特性」）とは異なる理解を示している。
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　地図作成的枠組が、測定構造を重視し、経済的事象と会計測定値との一致対応を強調する点で、そ
れは経済的実体アプローチの主張と対応している。また、この枠組が「客観性」「信頼性」に力点を
置くものと解すれぽ、伝統的な歴史的記録アプローチの主張もこれに含まれるであろう。したがって
地図作成的枠組は、『理論承認』のいう古典的アプローチにほぼ対応すると考えられるのである。
　（2）　目的論的枠組
　ローリン＝パクスティによれば、地図作成的枠組は、財務諸表が一定の目的にもとづき作成される
面を無視する点できわめて不充分とされる。何故ならぽ会計目的の設定如何で異なった利益測定が可
能となるからである45）。これは会計のもつ目的論的性格の一つの反映である。こうしたことから、概
念的枠組設定の基礎を会計目的に求めようとする考え方が生成する。
　目的論的枠組は、ローリン＝パクスティの分類では、①意思決定有用性目的、②組織的観点からの
目的、③総合的目的の3つに分けられる。
　①意思決定有用性目的は、情報利用老の意思決定への役立ちを会計目的とするもので、文字通り意
思決定有用性アプローチの主張と対応するものである。ここでの概念的枠組が、意思決定有用性を上
位概念とし目的適合性概念を基軸に体系化されるものであることはすでに述べた通りである。この考
え方は、ASOBATによって提起され、その後非常に広範な普及を見たものであり、現在のFASB
の概念的枠組プロジェクトの中に基本的に反映されていると考えてよい。
　②組織的観点からの目的は、①の意思決定有用性目的のような利用者の私的・個人的目的ではな
く、組織の目的を中心に枠組を構成しようとする考え方である。こヒでの組織には私的な集団として
の企業から公的な集団としての国家まで含まれている。近代会計の基底に置かれてきた利害調整目的
は、企業を中心とした社会関係（責任関係）を律する目的で、受託責任に立脚する歴史的記録アプロ
ーチの主張と対応している46）。企業目的に関してはまた、従来のこうした社会的目的観とは別に、企
業の私的目的優先の考え方も存在する。企業組織の拡大と生存を最重要目的として、近年の基準設定
過程の中で主張されたが47）、こうした考え方に対応するものの一つは、エイジェンシー理論にもとつ
く主張である。他方、国家目的を中心とした考え方は、ローリン＝パクスティの別の論稿の示唆する
ところによれぽ48）、フランスのプラン・コンタブルのような経済計画と結合した会計原則、ないしは
社会主義計画経済のもとでの会計制度を意味するものと考えられる。
　③総合的目的は、会計規制のあり方として、現存の意思決定有用性目的による概念的枠組だけでな
く、公共的利益（組織的観点からの目的）や政治的合意の要素をも総合したより豊かなより完全な概
念的枠組を構築すべきであるとするP一リン＝パクスティの主張を独自に示したものである。
　以上のようにその内部に考え方の相違を含むとはいえ、概念的枠組による会計規劇という方法が、
歴史的にもまた今日においても多数の論者の支持を得ていることは確かである。もちろん、この中の
どの枠組が実際の会計規制に妥当するかはなお明確ではない。FASB初代会長のアームストロング
（M．Armstrong）が、概念ステートメント第1号「営利企業による財務報告の目的」をめく゜る意見
の中で、意思決定有用性の枠組の支持意見37％に対し受託責任の立場からと思われる反対意見が22％
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も存在したと述ぺたことは49）、この端的な証明である。
　これとは別に、多様な利害の錯綜する現代社会での中立的な概念的枠組そのものを疑問視する考え
方として登場したのが、次の政治的合意による会計規制である。
　3　政治的合意による会計規制
　この主張はその論理構成によって、①会計基準設定も政策決定の一種である以上、政治的過程とと
らえるべきであるとする立場と、②個人的選好の社会的選択過程は政治的性格を帯びざるをえないと
する立場の2つに分類される50）。
　①の立場は、ジャーボス（D．Gerboth）によって、政治学者リンドブロム（C・Lindblom）の政策
形成過程理論の援用にもとづき主張された51）。リンドブロムは、多元的社会の政策形成における代替
案の完全な検討と一元的な目標の合理的な決定は、困難でありまた多元性を脅かすと論じ、試行錯誤
と改善・妥協にもとつく「漸変主義」（incrementalism）を政策決定の戦略として主張した52）。ジャ
ーボスは、この考えを会計基準設定過程に適用し、’究極の目的についての合意に達することが不可能
である以上、包括的アプローチ（comprehensive　apProach）ではなく漸変的アプローチ（incre－
mental　apProach）が必要であることを論じたのである。包括的アプローチは概念的枠組による規制
を、漸変的アプローチは政治的合意による規制を意味しており、特に後者は断片的規制（piecemeal
regulation）と呼ぽれている53）。
　②の立場は、①の主張の立脚点が政治学にあったとすれぽ、経済学にその立脚点を置くものであ
る。ここでは、厚生経済学で検討され、今日、公共経済学の一環に組み込まれる社会選択理論にもと
づき論議が展開される。特に、社会におけるすべての個人の選好を最適に満たすことは不可能とする
アローの一般不可能性定理を基礎に、それを肯定的、否定的に展開して様々な論者の主張がなされる
が、その結論は、「社会の構成員にとって最適な会計基準を設定することは不可能である」54）という点
で共通している。『理論承認』もアローのパラドックスに言及し、「個人的選好から社会的選好へと移
行する方法は存在しない。したがって、政策問題は、概念的に十分に定義されたある基準を極大化す
るという方法では、公式化できない」55）と述べている。こうして、最適な解決が望めない以上、基準
設定に関しては一定の政治的な解決法（例えぽ投票による決定）が必要とされるのである。e
　積極的・消極的の違いこそあれ、会計規制を政治的過程と考えるこうした①②の立場は、経済的影
響アプローチの主張と対応している。すでに述べたように、経済的影響アプローチは内部にいくつか
の理論傾向を有しているが、会計の主要な問題を会計政策問題としてとらえる点では一致しているの
である。なお経済的影響アプローチにおけるエイジェンシー理論にもとつく潮流は、すでに見たよう
に概念的枠組の中の組織的観点からの目的のところに位置づけたが、企業目的優先の立場からロビイ
ング活動を通じて基準設定に政治的に介入することを積極的に主張する側面も存在しており、政治的
合意の立場と概念的枠組の立場の複合として位置づけたい。
　以上、会計規制のあり方をめぐる各アプローチの様々な主張を見てきたが、とりわけ今日の論争
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が、意思決定有用性目的にもとつく概念的枠組による会計規制と、政治的合意による会計規制との非
常に異なった立場の間で行なわれていることは注目すべきである。それはすなわち意思決定有用性ア
プローチと経済的影響アプローチとの間の理論論争でもある。そうした論争の中で、現実のFASB
の概念的枠組プロジェクトが、ラバポート（A．Rappaport）のいう概念的枠組戦略と経済的影響戦
略との混合戦略56）へと軌道修正しているかどうかはなお今後の検討を要する課題である。
　ところで、こうした会計規制の方法をめぐる論議は、会計規制の水準をめぐる論議と結びついては
じめて意義を有するものである。先の論議と密接に関連せざるをえない規制の水準に関する論議を次
に見てみよう。
　4　規制促進・規制緩和の対立
　会計規制の水準（1evel）に関する問題は、会計規制の方法に関する問題以上に会計規制のあり方に
とって本質的な問題である。規制促進か規制緩和かの対立は、そのもっとも直戴な表現である。それ
は、公共的利益重視か私的利益重視かの規制目的の対立としても示される。規制の水準のあり方は、
今日もなお論議の多い解決困難な問題の一つであり、先に示した論議の分類がなお限定的であること
はいうまでもない57）。しかし、限定的とはいえ測定機能に関する会計方法選択の統一性・弾力性問題
と伝達機能に関する会計開示の拡大・縮小（詳細化・簡易化）問題が歴史的にも今日的にも論議の〒つ
の焦点であることは確かである。特に、近年の統一性・弾力性をめぐるアメリカ連邦議会上院メトカ
ーフ委員会の報告（規制主体問題を含む）やチャトフ（R．Chatov）、メリノ＝ナイマーク（B．　Merino
and　M．　Neimark）、エイパジァン＝ヵレン（V．　Aivazian　and　J．　Callen）などの論議58）、開示拡
大・縮小をめぐるメリノ＝コー（B．Merino　and　T．　Coe）とベンストン（G．　Benston）と間の論
争59）は、論議の新たな到達段階を示すものとして示竣的である。
　規制の水準に関しては各アプローチの中でも見解が様々に分かれており、アプローチ単位での論議
の要約は困難であるが、特徴点のみを検討してみたい。
　歴史的記録アブP一チは、存立根拠となる受託責任の枠組において財務報告が責任課免の中心とな
ることから、元来、株主への会計開示を重視してきた。これを論理的な立脚点とする歴史的記録アプ
ローチは、さらに利害調整会計として展開され、歴史的には証券市場における会計開示の強化・拡大
に大きく貢献したと考えられる。一方こうした受託責任にもとつく会計開示は測定機能の水準を規定
することになる。すなわち客観性、検証可能性の基準に適合する取得原価が、統一的な測定基礎とし
て措定され測定における統一性が指向されるのである。主観的な資産評価の横行によって1920年代末
まで続いたアメリカ証券市場の危機の克服に寄与したのは、この歴史的原価主義の制度化であった。
この意味で、歴史的記録（原価）アプローチは今日の会計規制の基本方向を確立しえたといえる。
　とはいえ、測定機能に関して問題がないわけではない。費用配分原理はその性格上、弾力化を招じ
やすく、制度面では保守主義と結びついて、多様な会計方法の選択を許容しているのである。したが
って、歴史的記録アプローチは、会計開示の拡大を促進し、測定基礎の統一化を果たす一方、会計方
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法選択の弾力化を内在し許容していると考えることができる。
　経済的実体アプローチは、会計測定の真実かつ絶対的モデル化の主張を見るかぎり、測定における
統一性を重視するものと考えられる。すなわち、一つの経済的実体に対しては一つの会計数値しか対
応しえないとする真実利益の主張である。測定の強調に比ぺて、ここでは開示への言及がなされてい
ない。これは、このアプローチが歴史的記録アプローチの限界を補完する測定理論として主要に展開
されたことに起因している。体系的な枠組をもちえなかったことに、デーピス＝メノン＝モーガンの
いう「支配的な会計理論にはなりえなかった」理由が存在するのであろう。
　意思決定有用性アプローチは、データ拡大アプローチ乏呼ぼれるように、情報利用者への役立ちの
面から会計開示の拡大を重視するものであることは、すでに述べた通りである。1970年代におけるデ
ィスクロージャー論の盛行と、制度面における会計開示の拡大は、このアプローチの影響によるもの
といってよいであろう。しかし、その一方で測定機能の面に重大な変化がもたらされたことに留意し
なけれぽならない。特に効率的市場仮説が、開示の量のみを函数に組み込み、質（内容）は市場に反
映しないとしたことは、測定における会計方法選択の弾力化を理論的に合理化するものであった。し
たがって、このアプローチにおける開示拡大の規制促進的な側面は、測定弾力化の規制緩和的な側面
によって実質的に相殺・代位される可能性をはらんでいると考えられるのである。
　経済的影響アプローチは、会計基準設定を政治的過程ととらえ会計政策問題を中心課題に据える点
で、一見規制促進的である。しかし、論者の一部に規制促進の主張がないわけではないが、大勢は実
証理論を標榜する一方で実質的な規制緩和の主張が展開されているのが実状である6°）。そうした論調
は彼らの拠って立つ理論的立場から導き出される。情報経済学の立場からは情報の費用・便益が問題
とされ、特に情報生産の費用の面からディスクロージャーの拡大に歯止めがかけられる。公共経済学
とりわけ公共選択理論の立場からは、政府の介入による公共財（会計基準）の供給が非効率とならな
いために市場的調整を可能にする規制緩和が要求される。そして、エイジェンジー理論の立場から
は、自由市場体制礼賛にもとつく企業および経営者の利益優先の主張がなされるのである。先に示し
た論争の中で、測定の弾力化と開示規制緩和を主張するエイパジアン＝カレンとベンストンはいずれ
もエイジェンシー理論に立つ論者たちである。こうして、経済的影響アプローチは、これまでの会計
規制促進の歴史に逆行して、もっとも大胆に会計規制緩和を主張するのである。
　以上、会計規制の水準をめぐる論議を概観したが、今日までの会計規制の展開に対し、現代会計理
論が測定機能の一部ないしは測定・伝達の全体にわたる規制緩和を主張する傾向にあることは極めて
特徴的である。それでは、そのような現代会計理論の規制緩和論議の背景となるものは何であろう
か。規制のあり方をめぐって論争を引き起こした経済的影響アプローチを中心に見てみよう。
5　会計規制緩和論の背景
経済的影響アプローチが登場する諸契機について、ゼフ（S．Zeff）は次の諸点を列挙している61）。
①1970年代において、企業活動の社会的環境的経済的影響に対する責任が社会的に認識されるよう
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になり、会計基準設定活動について関心が高まったこと。
　②60年代半ぽ以降、APBやFASBが会計方法の選択による会計利益の操作変更問題に直面し、
その解明に苦慮したこと。
　③APBやFASBの直面したいくつかの会計問題は、多大な経済的影響をもたらすことが予想さ
れたこと。
　④情報経済学、社会的選択、行動科学、利益平準化、意思決定有用性などに関する会計学文献が増
大したこと。
　⑤APBやFASBによってとられた手続上の改革だけでは、問題の解決を図ることができなかっ
たこと。
　⑥モス委員会およびメトカーフ委員会の調査によって、基準設定のもたらす経済的・社会的影響に
関する会計基準設定主体の対応が、問題として指摘されたこと。’
　⑦資本市場での取引において、経営者にとっての利益数値のもつ意味が重大化したこと。
　⑧会計数値が社会統制の道具とみなされるようになったこと。
　⑨会計基準の設定に対して、経営者や外部の利害関係者が影響を及ぼすような現象が具体的に生じ
たこと。
　⑩以上の諸要因により、経営者や外部の利害関係者は、会計基準の設定に対し経済的影響論を使っ
て賛否を論じるようになったこと。
　こうしたゼフの指摘は、アメリカ社会内部における諸利害の対立・抗争の激化を示唆している。会
計情報ないし会計基準が利害関係者に対して経済的影響を与えることは、利害調整の必要性という意
味で以前から認識されなかったわけではないが、諸利害の競争の熾烈化は経済的影響論を会計の中心
問題に押し上げたのである。そうした状況はアメリカ経済の危機の深化に起因すると考えられるが、
それでは何故、経済的影響アプローチが、これまでの会計の中立性や利害調整という規範的な主張を
取り下げ、企業や経営者の利害重視という現実主i義的な視点から論議を展開するに至ったのであろう
か62）。その背景として、経済危機の進行の中でのアメリカにおける経済理論・経済政策の質的変化が
指摘されねぽならない。
　1960年代後半から顕在化しはじめた経済危機は、70年恐慌を契機iに激しいドル危機、財政危機、エ
ネルギー危機を引き起こし、アメリカは深刻なスタグフレーション状況に突入した。それまでの経済
的繁栄を支えてきた経済政策はそうした危機に何ら対処しえず、破綻を余儀なくされたが、それは政
策の基礎となっていたケインズ主義理論の破産を意味するものでもあった。主流理論の危機の中で反
ケインズの立場から登場した理論が、マネタリズム、合理的期待形成仮説、公共選択理論などであ
る。それらはいずれも、国家による経済への規制的介入を否定して、市場調整メカニズムに依拠した
「自由放任」への複帰を強調する点で共通している63）。そこでは、ケインズ政策の中で重視された
「公正性」は再び「効率性」重視へと転換され、私的部門の役割が強調されることになる。そして、
新古典派的な原理の再認識は、非市場的領域に関する経済学、例えぽ内部組織の経済学（エイジェン
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シー理論）においても行なわれ、企業組織内部のような非市場領域にも市場的調整を可能にするイン
センティブ機構の導入が検討されるのである64）。
　これらの反ケインズ的な経済理論が、新古典派的な市場メカニズム重視の立場から提起した経済政
策がデレギュレーション（規制緩和）政策であった。それがアメリカ、イギリスをはじめとする先進
資本主義諸国の政策に現在大きな影響を与えていることは周知の通りである。こうした経済理論・経
済政策の質的変化が、現代会計理論の会計規制緩和論の理論的背景となっていると考えられるのであ
る。
　上記の経済理論のうち、合理的期待形成仮説が効率的市場仮説の基盤となり、公共選択理論やエイ
ジェンシー理論が経済的影響アプローチの基盤となっているが、こうした経済理論との直接的結びつ
きは、現代会計理論の主要な特質の一つといってよいであろう。それだけに、現代会計理論の全体像
解明とその本質把握は、基盤となる経済理論（さらに政治理論）の批判的検討と結合してはじめて十
全なものとなるといわねぽならない。
】V　おわりに
　現代会計理論とりわけ経済的影響アプローチが、その主張に様々な問題を含むものであることは、
以上検討した通りであるが、一方で、ゼフが「会計思考における真の革命」65）と呼んだように、外部
報告会計の理論領域を一挙に拡大した点で大きな意義を有することもまた確かなことである。このこ
とを『理論承認』は次のように述べている。
　　「これまで、外部報告の理論領域は、基礎的測定の論争、利用者の情報要求の性格、認知プロセ
　スの特徴、およびその他の類似の問題に限られると考えていた。政策決定プロセスの行なわれる制
　度的フレームワークは所与のものとみるのが通常であった。しかしながら、当委員会の報告書は、
　制度的構造とこの構造を動かす諸手続はそれ自体、外部報告理論の一部であることを強調してい
　る。……会計政策情報、投票戦略、『真の』選好を導き出す手段、およびこれらと同様の問題点に
　関連する社会政治的プロセスの研究は、……外部報告理論の、無視されてはいるが、正当に取り扱
　われるべき要素であり、研究上注目に値するものである」66）。
　こうした外部報告会計の理論領域の拡大を前提に、経済的影響アプローチへの批判の中から新たな
理論アプローチが登場しつつあることにさらに注目しなけれぽならない。第1表の中のクーパー＝シ
ェラーが提示した政治経済学アプローチ（political　economy　apProach）がそれである。その内容検
討は別稿に譲らざるをえないが、それは、経済的影響アプローチをもっとも根底的に批判するだけで
はなく、①会計の枠組に権力概念を導入し、②会計の行なわれる社会を均衡論的にではなく、歴史的・
制度的に把握し、③私的利益ではなく社会的利益の観点から会計の転換を図るという点で67）、極めて
興味深い論点を構成している。ある意味で混迷を深めている理論状況の中で、規範的（normative）、
記述的（descriptive）、批判的（critical）な理論を志向する68）政治経済学アプローチの拾頭は、現
代会計理論の動向に新たな段階を画すものといえよう。
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．本稿では、紙数の都合上、各論点の詳細に立ち入ることができず、現代会計理論の動向の概括的
なサーベイにとどまらざるをえなかった。諸理論・諸論点の具体的かつ内在的な検討および今日の
FASB体制とFASB概念的枠組の評価についてはなお今後の課題としたい。
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